
1 

議案第８８号  

羽生市国民健康保険条例の一部を改正する条例  

 羽生市国民健康保険条例（昭和３４年条例第１０号）の一部を次の

ように改正する｡  

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては

「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

（１）  改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在するとき

は、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。  

（２） 改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。  

（３）  改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。  

改 正 後  改 正 前  

（出産育児一時金）  （出産育児一時金）  

第６条 被保険者が出産したときは、

当該被保険者の属する世帯の世帯主

に対し、出産育児一時金として４０

万８， ００ ０円 を 支給す る。 ただ

し、市長が健康保険法施行令（大正

１５年勅令第２４３号）第３６条の

規定を勘案し、必要があると認める

ときは、４０万８，０００円に３万

円を超えない範囲内で規則で定める

額を加算するものとする。  

第６条 被保険者が出産したときは、

当該被保険者の属する世帯の世帯主

に対し、出産育児一時金として４０

万４， ００ ０円 を 支給す る。 ただ

し、市長が健康保険法施行令（大正

１５年勅令第２４３号）第３６条の

規定を勘案し、必要があると認める

ときは、４０万４，０００円に３万

円を超えない範囲内で規則で定める

額を加算するものとする。  

２ （略）  ２ （略）  

  

附 則  

（施行期日）  

１ この条例は、令和４年１月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この条例による改正後の第６条第１項の規定は、この条例の施行

の日以後に出産した被保険者に係る出産育児一時金の支給について
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適用し、同日前に出産した被保険者に係る出産育児一時金の支給に

ついては、なお従前の例による。  

令和３年１１月２５日提出  

             埼玉県羽生市長 河  田 晃  明    

 


